
第 1号様式（第９条関係） 

条 例 見 直 し 調 書  

 作成年度 令和６年度 次回見直し予定 令和11年度 

条 例 名 神奈川県統計調査条例 

条 例 番 号 平成 20 年神奈川県条例第 54 号 法 規 集 第１編第１章第２節 

所 管 室 課 統計センター 

条 例 の 概 要 県統計調査の実施や結果の利用に当たり、報告義務、統計調査員等による立

入検査、神奈川県統計報告調整審議会（以下「審議会」という。）への諮問、

結果の公表、調査票情報の二次利用など、必要な事項を定めている。 

検  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

討 

視  点 検  討  内  容 備   考 

必要性 

 

本条例は、県統計調査の実施や結果の利用等について定め

ており、的確・公正な統計調査の実施や調査結果の効果的活

用のために重要な役割を果たしていることから、現在でも必

要な条例である。 

県統計調査実

施件数（延べ数） 

令和 

５年度 59 件 

４年度 51 件 

３年度 48 件 

有効性 本条例により、県統計調査の適切な実施を図ることで、県

の政策立案に必要となる県内の状況等を正確に把握するとと

もに、調査実施機関による調査結果の速やかな公表や、調査

票情報の二次利用について定めることにより、県民等による

情報活用が可能となっており、有効である。 

 

効率性 本条例は、条例の目的を達成するために必要な措置を定め

ているが、近年、証拠に基づく政策立案の観点から統計調査

の活用ニーズが高まるなか、急速に変化する社会経済情勢を

迅速に政策へ反映するため、審議会への諮問を必要とし調査

実施までに相当の期間を要している県統計調査の実施手続き

を効率性の観点から見直す必要がある。また、近年のインタ

ーネットの普及を踏まえ、県統計調査実施の周知方法を見直

す必要がある。 

 

基本方針適合性 県統計調査結果は政策立案の基礎資料として利用されてお

り、政策立案の計画段階において重要な役割を果たしている。 

 

適法性 個人又は法人等に報告義務や罰則を課す規定を有するが、

統計法と同様の手法を採用しており、規定の内容が十分に明

確で、規則の強度も比例原則に照らして適切であることから、

憲法、法令に抵触しない内容である。 

 

その他   

見

直

し

結

果 

１ 改正・廃止及び運用の改善等の必要はない。 

２ 改正・廃止の必要はない。運用の改善等を検討する。 

３ 改正を検討する。運用の改善等の必要はない。 

４ 改正及び運用の改善等を検討する。 

５ 廃止を検討する。 

理 由 等 

社会状況の変化等に応じて、県統計調

査の実施手続きや周知方法を見直す必

要があるため、改正及び運用の改善等を

検討する。 
 

現在でも

必要な条

例か。 

 

現行の内

容で課題

が解決で

きるか。 

 

現行の内

容で効率
的といえ
るか。 

 

県政の基本的

な方針に適合

しているか。 

憲法、法令

に抵触し

ないか。 


